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建築設計委員会
 幹事会
 設計企画部会
 構造設計部会
 設備設計部会

建築生産委員会
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建築本部

氏名／所属会社 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

野村 哲也
清水建設株式会社

中村 満義
鹿島建設株式会社

山内 隆司
大成建設株式会社

白石 達
株式会社大林組

宮本 洋一
清水建設株式会社

竹中 統一
株式会社竹中工務店

林田 紀久男
株式会社NIPPO

村重 芳雄 
五洋建設株式会社

葉山 莞児
大成建設株式会社

三好 武夫
日本道路株式会社

宮下 正裕
株式会社竹中工務店

鈴木 行雄
東亜建設工業株式会社

押味 至一
鹿島建設株式会社

清水 琢三
五洋建設株式会社

村田 誉之
大成建設株式会社

蓮輪 賢治
株式会社大林組

佐々木 正人
株式会社竹中工務店

西田 義則
大成ロテック株式会社

相川 善郎
大成建設株式会社

組
織

歴
代
会
長
・
副
会
長
一
覧

（2021年3月現在）

会長 副会長

※図表中の数字は就・退任の月 （2021年3月現在）
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1. 要望日時・訪問者  

12月2日、12月3日

中村会長、宮本副会長・土木本部長が要望

2. 要望先  

自由民主党： 石破幹事長、野田総務会長、高市政務調査会長、脇自民党参院幹事長

公明党　　： 山口代表、井上幹事長、石井政務調査会長

国土交通省：太田国土交通大臣ほか

要望

一、 被災地の復興加速に加え、全国の防災・減災対策、既存インフラの老朽化対策、国際競争力強化、地域活性化

などに資する社会資本を中長期的な観点から計画的に整備するため、国土のグランドデザインを策定するとと

もに、これに必要な公共事業予算を安定的、継続的に確保すること。

二、 安全・安心の確保、経済基盤の強化などに必要な社会資本の着実な整備と、これを担う建設産業の健全な発展

を促進し、あわせてデフレからの脱却を確実なものとして経済再生を実現するため、これまでの公共事業費削

減の流れを断ち切り、平成26年度当初予算において公共事業費の増額を図ること。

取組みを継続して実施するため、防災・減災、国土強靱化に向けた、インフラの老朽化対策や中長期的な視

点での戦略的整備の重要性を訴え、建設業の存在意義と地位向上をアピールしています。
公
共
事
業
予
算
の
確
保
に
関
す
る
要
望

 各年の公共事業予算の確保に関する要望の一覧

1. 要望日時・訪問者  

12月25日

中村会長、宮本副会長・土木本部長が要望

2. 要望先 

自由民主党： 谷垣幹事長、稲田政務調査会長、脇参議院議員

※12月14日衆議院議員総選挙

要望

一、 国土のグランドデザイン2050、国土強靭化基本計画、インフラ長寿命化基本計画などに基づき、地方創生と

人口減少の克服、防災・減災対策、インフラ老朽化対策、国際競争力の強化などに資する社会資本を、中長期

的な観点から計画的に整備するため、必要となる公共事業費を安定的、継続的に確保すること。

二、 東日本大震災からの復興加速、安全・安心の確保、経済基盤の強化などに必要な社会資本の着実な整備と、こ

れを担う建設業が将来への見通しを持って健全に発展することを促進するため、平成27年度当初予算におい

て公共事業費の増額を図ること。

2013年（2014年度要望）

2014年（2015年度要望）

1. 要望日時・訪問者   

12月14日

中村会長、山内副会長・建築本部長、宮本副会長・土木本部長が要望

2. 要望先 

自由民主党： 稲田政務調査会長、山口組織運動本部長、脇参議院議員

国土交通省：石井国土交通大臣ほか

要望

一、 社会資本の計画的かつ着実な整備に加え、これを担う建設業が将来への見通しを持って生産体制の維持・強化

に取り組むことができるよう、公共投資を安定的・持続的に確保すること。

二、 右を基本とし、東日本大震災からの復興加速、安全・安心の確保、経済基盤の強化などに必要な社会資本の整

備及び担い手の確保・育成と生産性の向上への建設業の取組みを促進するため、平成28年度予算において公

共事業費の増額を図ること。

2015年（2016年度要望）

1. 要望日時・訪問者  

12月6日

中村会長、山内副会長・建築本部長、宮本副会長・土木本部長が要望

2. 要望先 

自由民主党： 細田総務会長、茂木政務調査会長、林幹事長代理、野田公共工事品質確保に関する議員連盟公共工事

契約適正化委員長

国土交通省：石井国土交通大臣ほか

要望

一、 平成29年度予算編成に当たっては、民需主導の持続的な経済成長の実現、頻発・激甚化する自然災害からの

リスク低減など、将来を見据えて優先的に対応すべき政策課題について、重点的に予算措置を講ずること。

二、 右方針の下で、東日本大震災、熊本地震はじめ、各地の災害からの復興を加速するとともに、安全・安心の確

保、経済基盤の強化などに必要な社会資本の整備を戦略的に推進し、あわせて、担い手の確保・育成と生産性向

上への建設業の取組みを促進するため、平成29年度予算において公共事業費の増額を図ること。

2016年（2017年度要望）
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2020年（2021年度要望）

1. 要望日時・訪問者  

12月13日

山内会長、宮本副会長・土木本部長、押味副会長・建築本部長が要望

2. 要望先 

自由民主党： 二階幹事長、佐藤総務会長、下村政務調査会長

要望

一、 「防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策」後においても、防災・減災、国土強靭化の加速化、深化

等を図るために、これまでの３か年緊急対策を拡充し、中長期的視点に立った計画的な取組みとして、新たに

令和３年度から５か年の対策を閣議決定するとともに、当該対策に必要な公共事業費の安定的・持続的な確保

を図るため、当初予算において、これまでの３か年緊急対策の実績を上回る必要かつ十分な規模の公共事業費

を別枠で確保すること。

また、東日本大震災や近年の台風・豪雨災害など、大規模自然災害からの着実な復旧・復興と、インフラの維

持管理・更新等の課題に対応するため、当初予算において、公共事業費の増額を図ること。

二、 新型コロナウィルス感染症の拡大により落ち込んだ民間投資を喚起して、経済の好循環を作り上げ、併せて

ウィズコロナにおける持続的な経済成長を実現するために、社会経済活動の早期回復に資する公共事業を柱と

した、大型の令和２年度補正予算を編成すること。

三、 日建連では、週休二日の実現、建設キャリアアップシステムの普及促進など、働き方改革と担い手確保に会員

一丸となって取り組んでおり、その実現にはデジタルトランスフォーメーション（DX）の普及による、非接

触・リモート型の新技術の導入やICT、AI、三次元データの利活用などの加速化のため、i-Constructionの推進

による生産性の向上が不可欠であり、これらに資する技術開発投資などへ重点配分すること。

四、 インフラの整備・維持管理や激甚化する災害からの早期復旧、被害拡大防止に対応するとともに、公共工事の

品質確保に係る取組みを確実に推進するため、国及び地方公共団体において必要な知識や技術を有する職員の

確保・育成を含む体制の充実・強化を図ること。

2019年（2020年度要望）

1. 要望日時・訪問者  

11月21日および11月28日

山内会長、宮本副会長・土木本部長、押味副会長・建築本部長が要望

2. 要望先 

自由民主党： 鈴木総務会長、岸田政務会長、稲田幹事長代行

国土交通省：赤羽国土交通大臣ほか

要望

一、 東日本大震災や令和元年台風15号、19号など自然災害からの復旧・復興の加速と最終年度を迎える「防災・

減災と国土強靭化のための3か年緊急対策」で掲げた目標を達成するとともに、成長力を強化し支える社会資

本の着実な整備により、東京オリンピック・パラリンピック競技大会後も経済の好循環をさらに拡大させてい

くために、令和元年度補正予算及び令和2年度当初予算において公共事業費の大幅な増額を図ること。

二、 インフラの計画的な維持管理・更新や、3か年緊急対策後も見据えた国土強靭化の加速化・深化を図るととも

に、将来の成長の基盤となり、安全・安心で豊かな国民生活の実現に資する、ストック効果を重視した社会資

本を全国各地で戦略的に整備するために、3か年緊急対策後の取組みも含め、中長期計画の策定など、将来に

わたった公共事業費の安定的・持続的な確保を図ること。

三、 日建連では、週休二日の実現と建設キャリアアップシステムの普及促進など、建設業界の働き方改革と担い手

確保に会員一丸となって取り組んでいるが、その実現に向けて新技術導入やICT、AI、三次元データの利活用

など、i-Constructionの推進による生産性の向上が急務となっており、これらに資する技術開発投資などへの

重点配分を図ること。

四、 インフラの整備及び維持管理の実施や災害の頻発に的確に対応するとともに、公共工事の品質確保に係る取組

みを確実に推進するため、国及び地方公共団体において、必要な知識や技術を有する職員の確保・育成を含む

体制の強化を図ること。

1. 要望日時・訪問者  

12月13日

山内会長、宮本副会長・土木本部長、押味副会長・建築本部長が要望

2. 要望先

自由民主党： 二階幹事長、竹下総務会長、岸田政務調査会長

国土交通省：石井国土交通大臣ほか

要望

一、 人口減少下における持続的な経済成長の実現、頻発・激甚化する自然災害リスクの低減など、将来を見据えて

優先して対応すべき政策課題に取り組むために、ストック効果を最大化できる戦略的な社会資本整備が求めら

れていることを踏まえ、平成30年度予算において公共事業費の増額を図ること。

二、 建設業界においては、政府や経済界からの強い後押しも受けて、産業全体として働き方改革の実現に向けた取

組みを開始したところである。建設現場における週休二日を実現するためには、i-Constructionの推進などに

よる生産性向上が必要であり、これらに資する技術開発投資などへの重点投資を図ること。

三、 東日本大震災、熊本地震、九州北部豪雨からの復旧・復興を加速するとともに、地方創生の推進により地域の

活力を高めていく観点から、国土強靭化と経済の持続的成長に寄与する公共事業を柱とした大型の補正予算を

編成すること。

1. 要望日時・訪問者  

12月14日

山内会長、押味副会長・建築本部長、小原土木本部長代行が要望

2. 要望先  

自由民主党： 加藤総務会長、岸田政務調査会長、林幹事長代理、根本公共工事品質確保に関する議員連盟会長、 

野田公共工事品質確保に関する議員連盟最高顧問

国土交通省：石井国土交通大臣ほか

要望

一、 東日本大震災や熊本地震、西日本豪雨など多くの自然災害からの復旧・復興を加速するとともに、切迫する巨

大地震や頻発・激甚化が懸念される気象災害などを踏まえ、「防災・減災と国土強靭化のための緊急対策」を

実施するために、大型の補正予算を編成すること。

二、 中・長期的視点に立ち国土強靭化をさらに確実に推進するとともに、社会全体の生産性向上により力強い経済

成長を実現するためには、ストック効果を重視した社会資本の戦略的な整備が必要であり、景気対策にも有効

なことから、平成31年度当初予算において公共事業費を大幅に増額すること。

特に国土強靭化対策はその緊急性に鑑み、確実に実施されるよう別枠計上する等必要な措置を講ずること。

三、 建設業界では、働き方改革と担い手確保のため、建設現場における週休二日の実現に一丸となって取組んでお

り、その実現に向けて新技術導入やICT、AI、三次元データの利活用など、 i-Constructionの推進による生産性

の向上が急務であり、これらに資する技術開発投資などへ重点配分すること。

2017年（2018年度要望）

2018年（2019年度要望）
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。

第
2
章　

目
的
及
び
事
業

（
目
的
）

第 

3
条　

本
会
は
、
全
国
的
に
総
合
建
設
業
を
営
む
企
業
及
び
そ
れ
ら

を
構
成
員
と
す
る
建
設
業
者
団
体
が
連
合
し
、
建
設
業
に
係
る
諸
制

度
を
は
じ
め
建
設
産
業
に
お
け
る
内
外
に
わ
た
る
基
本
的
な
諸
課
題

の
解
決
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、
建
設
業
に
関
す
る
技
術
の
進
歩
と

経
営
の
改
善
を
推
進
す
る
こ
と
に
よ
り
、
わ
が
国
建
設
産
業
の
健
全

な
発
展
を
図
り
、
も
っ
て
国
民
生
活
と
産
業
活
動
の
基
盤
の
充
実
に

寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

（
事
業
）

第 

4
条　

本
会
は
、
前
条
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
、
次
の
事
業
を
行

う
。

　

一 　

建
設
事
業
の
遂
行
に
関
す
る
諸
制
度
や
建
設
産
業
に
お
け
る
内

外
に
わ
た
る
基
本
的
な
諸
課
題
に
つ
い
て
、
調
査
研
究
及
び
関
係

機
関
へ
の
意
見
具
申
を
行
う
こ
と
。

　

二 　

建
設
業
や
本
会
の
事
業
活
動
に
関
す
る
広
報
活
動
を
行
う
と
と

も
に
、
国
の
内
外
の
産
業
経
済
団
体
と
緊
密
に
連
係
す
る
こ
と
。

　

三 　

国
民
生
活
と
産
業
活
動
の
基
盤
整
備
に
関
す
る
調
査
研
究
並
び

に
そ
の
推
進
の
た
め
の
提
言
及
び
意
見
具
申
を
行
う
こ
と
。

　

四 　

建
設
技
術
に
関
す
る
調
査
研
究
及
び
そ
の
普
及
促
進
の
た
め
の

活
動
を
行
う
こ
と
。

　

五 　

建
設
工
事
に
係
る
安
全
対
策
を
推
進
す
る
こ
と
。

　

六 　

建
設
業
に
関
連
す
る
環
境
問
題
に
つ
い
て
の
調
査
研
究
、
提
言

及
び
対
策
の
推
進
を
行
う
こ
と
。

　

七 　

建
設
工
事
の
入
札
・
契
約
制
度
に
関
す
る
調
査
研
究
及
び
関
係

機
関
へ
の
意
見
具
申
を
行
う
こ
と
。

　

八 　

建
設
市
場
や
企
業
経
営
の
動
向
な
ど
建
設
業
に
係
る
産
業
経
済

上
の
諸
課
題
に
関
し
て
、
統
計
の
作
成
・
関
連
資
料
の
収
集
、
分

析
を
行
う
こ
と
。

　

九 　

建
設
技
術
者
及
び
技
能
者
の
確
保
・
育
成
に
向
け
た
活
動
を
行

う
こ
と
。

　

十 　

適
切
な
企
業
行
動
の
実
践
推
進
に
向
け
た
会
員
の
取
り
組
み
を

支
援
す
る
た
め
の
活
動
を
行
う
こ
と
。

　

十 

一　

良
質
な
社
会
資
本
又
は
優
秀
な
建
築
物
等
に
対
す
る
顕
彰
活

動
を
行
う
こ
と
。

　

十 

二　

そ
の
他
本
会
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
に
必
要
な
事
業
を
行

う
こ
と
。

第
3
章　

会
員

（
法
人
の
構
成
員
）

第 

5
条　

本
会
は
、
本
会
の
事
業
に
賛
同
す
る
法
人
又
は
団
体
で
あ
っ

て
、
第
7
条
の
規
定
に
よ
り
本
会
の
会
員
と
な
っ
た
者
を
も
っ
て
構

成
す
る
。

２　

本
会
の
会
員
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

　

一　

正
会
員

　

二　

特
別
会
員

３ 　

前
項
第
1
号
の
正
会
員
を
も
っ
て
、
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財

団
法
人
に
関
す
る
法
律
（
平
成
18
年
法
律
第
48
号
。
以
下
「
法
人

法
」
と
い
う
。
）
上
の
社
員
と
す
る
。

（
会
員
の
資
格
）

第 

6
条　

正
会
員
は
、
法
人
会
員
及
び
団
体
会
員
と
す
る
。

２ 　

法
人
会
員
は
、
全
国
的
に
総
合
建
設
業
を
営
む
内
国
法
人
と
し
、

団
体
会
員
は
全
国
的
に
総
合
建
設
業
を
営
む
企
業
を
構
成
員
と
す
る

建
設
業
者
団
体
と
す
る
。

３ 　

特
別
会
員
は
、
日
本
国
内
に
お
い
て
総
合
建
設
業
を
営
む
外
国
法

人
及
び
本
会
の
事
業
に
関
係
を
有
す
る
内
国
法
人
と
す
る
。

（
会
員
の
資
格
の
取
得
）

第 

7
条　

本
会
の
会
員
に
な
ろ
う
と
す
る
者
は
、
理
事
会
に
お
い
て
別

に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
入
会
申
込
書
を
会
長
に
提
出
し
、
理
事

会
の
承
認
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２ 　

正
会
員
は
、
代
表
権
を
有
す
る
も
の
の
中
か
ら
、
本
会
に
対
し
て

権
利
を
行
使
す
る
代
表
者
（
1
人
に
限
る
。
以
下
「
指
定
代
表
者
」

と
い
う
。
）
を
定
め
、
会
長
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
経
費
の
負
担
）

第 

8
条　

会
員
は
、
総
会
に
お
い
て
別
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
入

会
金
及
び
会
費
を
納
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
届
出
）

第 

9
条　

会
員
は
次
の
事
項
が
生
じ
た
と
き
は
、
直
ち
に
そ
の
旨
を
会

長
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

一 　

第
6
条
第
2
項
及
び
第
3
項
に
規
定
す
る
資
格
に
関
す
る
事
項

の
変
更

　

二 　

法
人
名
称
の
変
更

　

三 　

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
の
変
更

　

四 　

指
定
代
表
者
の
変
更

（
退
会
）

第 

10
条　

会
員
は
、
理
事
会
に
お
い
て
別
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、

退
会
届
を
会
長
に
提
出
す
る
こ
と
に
よ
り
、
い
つ
で
も
退
会
す
る
こ

と
が
で
き
る
。

（
除
名
）

第 

11
条　

会
員
が
次
の
各
号
の
一
に
該
当
す
る
と
き
は
、
総
会
の
決
議

に
よ
っ
て
当
該
会
員
を
除
名
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
、
当

該
会
員
に
対
し
、
除
名
の
決
議
を
行
う
総
会
の
日
の
1
週
間
前
ま
で

に
、
そ
の
旨
を
通
知
す
る
と
と
も
に
、
当
該
総
会
に
お
い
て
、
当
該

会
員
に
弁
明
の
機
会
を
与
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

一 　

本
会
の
定
款
、
規
則
又
は
総
会
の
議
決
に
違
反
し
た
と
き
。

　

二 　

本
会
の
名
誉
を
傷
つ
け
、
又
は
本
会
の
目
的
に
反
す
る
行
為
を

し
た
と
き
。

　

三 　

そ
の
他
除
名
す
べ
き
正
当
な
事
由
が
あ
る
と
き
。

２ 　

前
項
に
よ
り
除
名
が
決
議
さ
れ
た
と
き
は
、
当
該
会
員
に
対
し
、

そ
の
旨
を
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

（
会
員
資
格
の
喪
失
）

第 

12
条　

前
2
条
の
場
合
の
ほ
か
、
会
員
が
次
の
各
号
の
一
に
該
当
す

る
と
き
は
、
そ
の
資
格
を
喪
失
す
る
。

　

一 　

第
8
条
に
規
定
す
る
会
費
の
支
払
義
務
を
1
年
以
上
履
行
し
な

か
っ
た
と
き
。

　

二 　

解
散
又
は
破
産
手
続
開
始
決
定
が
あ
っ
た
と
き
。

　

三 　

第
6
条
第
2
項
及
び
第
3
項
に
規
定
す
る
会
員
資
格
を
欠
い
た

と
き
。

（
会
員
資
格
の
喪
失
に
伴
う
権
利
及
び
義
務
）

第 

13
条　

会
員
が
前
3
条
の
規
定
に
よ
り
資
格
を
喪
失
し
た
と
き
は
、

本
会
に
対
す
る
権
利
を
失
い
、
義
務
を
免
れ
る
。
た
だ
し
、
未
履
行

の
義
務
は
、
こ
れ
を
免
れ
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

２ 　

会
員
が
そ
の
資
格
を
喪
失
し
て
も
、
既
納
の
入
会
金
、
会
費
及
び

そ
の
他
の
拠
出
金
品
は
返
還
し
な
い
。

第
4
章　

総
会

（
構
成
）

第 

14
条　

総
会
は
、
す
べ
て
の
正
会
員
を
も
っ
て
構
成
す
る
。

２ 　

前
項
の
総
会
を
も
っ
て
法
人
法
上
の
社
員
総
会
と
す
る
。

（
権
限
）

第 

15
条　

総
会
は
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
決
議
す
る
。

　

一 　

会
員
の
除
名

　

二 　

理
事
及
び
監
事
の
選
任
又
は
解
任

　

三 　

貸
借
対
照
表
及
び
正
味
財
産
増
減
計
算
書
の
承
認

　

 

四　

定
款
の
変
更

　

五 　

解
散
及
び
残
余
財
産
の
処
分

　

六 　

そ
の
他
総
会
で
決
議
す
る
も
の
と
し
て
法
令
又
は
こ
の
定
款
で

定
め
ら
れ
た
事
項

２ 　

総
会
に
お
い
て
は
、
第
17
条
第
3
項
第
2
号
に
規
定
す
る
事
項
以

外
の
事
項
は
決
議
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
た
だ
し
、
法
人
法
第
49

条
第
3
項
た
だ
し
書
の
場
合
に
つ
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
は
な
い
。

（
開
催
）

第 

16
条　

総
会
は
、
定
時
総
会
と
し
て
毎
事
業
年
度
に
1
回
、
前
事
業

年
度
終
了
後
60
日
以
内
に
開
催
す
る
ほ
か
、
必
要
が
あ
る
場
合
に
臨

時
総
会
を
開
催
す
る
。

（
招
集
）

第 

17
条　

総
会
は
、
法
令
に
別
段
の
定
め
が
あ
る
場
合
を
除
き
、
理
事

会
の
決
議
に
基
づ
き
会
長
が
招
集
す
る
。

２ 　

総
正
会
員
の
議
決
権
の
10
分
の
1
以
上
の
議
決
権
を
有
す
る
正
会

員
は
、
会
長
に
対
し
、
総
会
の
目
的
で
あ
る
事
項
及
び
招
集
の
理
由

を
示
し
て
、
総
会
の
招
集
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

３ 　

総
会
を
招
集
す
る
に
は
、
次
の
事
項
を
定
め
、
開
催
の
日
の
1
週

間
前
ま
で
に
、
書
面
に
よ
り
正
会
員
に
対
し
て
そ
の
通
知
を
発
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
第
21
条
第
1
項
の
規
定
に
基
づ
き
、

総
会
に
出
席
し
な
い
正
会
員
が
書
面
又
は
電
磁
的
方
法
に
よ
っ
て
議

決
権
を
行
使
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
す
る
と
き
は
、
2
週
間
前

ま
で
に
そ
の
通
知
を
発
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

一 　

総
会
の
日
時
及
び
場
所

　

二 　

総
会
の
目
的
で
あ
る
事
項

（
議
長
）

第 

18
条　

総
会
の
議
長
は
、
会
長
が
こ
れ
に
当
た
る
。

（
議
決
権
）

第 

19
条　

総
会
に
お
け
る
議
決
権
は
、
1
正
会
員
に
つ
き
1
個
と
す

る
。

（
決
議
）

第 

20
条　

総
会
の
決
議
は
、
総
正
会
員
の
議
決
権
の
過
半
数
を
有
す
る

正
会
員
が
出
席
し
、
出
席
し
た
正
会
員
の
議
決
権
の
過
半
数
を
も
っ

て
行
う
。

２ 　

前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
次
の
決
議
は
、
総
正
会
員
の
半
数

以
上
で
あ
っ
て
、
総
正
会
員
の
議
決
権
の
3
分
の
2
以
上
に
当
た
る

多
数
を
も
っ
て
行
う
。

　

一　

会
員
の
除
名

　

二　

監
事
の
解
任

　

三　

定
款
の
変
更

　

四　

解
散

　

五　

そ
の
他
法
令
で
定
め
ら
れ
た
事
項

（
書
面
に
よ
る
議
決
権
の
行
使
等
）

第 

21
条　

総
会
の
招
集
に
当
た
っ
て
、
理
事
会
の
決
議
に
基
づ
き
、
総

会
に
出
席
し
な
い
正
会
員
が
、
予
め
通
知
さ
れ
た
事
項
に
つ
い
て
、

書
面
又
は
電
磁
的
方
法
に
よ
っ
て
議
決
権
を
行
使
で
き
る
も
の
と
す

る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
書
面
又
は
電
磁
的

方
法
に
よ
っ
て
行
使
さ
れ
た
議
決
権
の
数
は
、
出
席
し
た
正
会
員
の

議
決
権
の
数
に
算
入
す
る
。

２ 　

正
会
員
は
、
委
任
状
そ
の
他
の
代
理
権
を
証
明
す
る
書
面
を
会
長

に
提
出
し
て
、
代
理
人
に
よ
っ
て
そ
の
議
決
権
を
行
使
す
る
こ
と
が

で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
正
会
員
は
総
会
に
出
席
し

た
も
の
と
み
な
す
。

（
議
事
録
）

第 

22
条　

総
会
の
議
事
に
つ
い
て
は
、
法
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ

り
、
議
事
録
を
作
成
す
る
。

２ 　

議
長
及
び
出
席
し
た
正
会
員
の
中
か
ら
議
長
が
指
名
す
る
議
事
録

署
名
人
2
名
は
、
前
項
の
議
事
録
に
記
名
押
印
す
る
。

第
5
章　

役
員

（
役
員
の
設
置
）

第 

23
条　

本
会
に
、
次
の
役
員
を
置
く
。

　

一　

理
事　

40
名
以
上
60
名
以
内

　

二　

監
事　

1
名
以
上
3
名
以
内

２ 　

理
事
の
う
ち
、
1
名
を
会
長
と
し
、
9
名
以
内
を
副
会
長
、
1
名

を
事
務
総
長
、
2
名
以
内
を
専
務
理
事
、
5
名
以
内
を
常
務
理
事
と

す
る
。

３ 　

会
長
及
び
副
会
長
の
う
ち
2
名
並
び
に
事
務
総
長
を
法
人
法
上
の

代
表
理
事
（
以
下
「
代
表
理
事
」　

と
い
う
。
）
と
す
る
。

４ 　

事
務
総
長
、
専
務
理
事
及
び
常
務
理
事
を
常
勤
の
理
事
と
し
、
専

務
理
事
及
び
常
務
理
事
を
法
人
法
上
の
業
務
を
執
行
す
る
理
事
（
以

下
「
業
務
執
行
理
事
」
と
い
う
。
）
と
す
る
。

（
役
員
の
選
任
）

第 

24
条　

理
事
及
び
監
事
は
、
総
会
の
決
議
に
よ
っ
て
正
会
員
の
指
定

代
表
者
か
ら
選
任
す
る
。
た
だ
し
、
特
に
必
要
が
あ
る
と
認
め
ら
れ

る
場
合
は
、
理
事
に
つ
い
て
は
10
名
、
監
事
に
つ
い
て
は
2
名
を
限

度
と
し
て
、
正
会
員
の
指
定
代
表
者
以
外
の
者
か
ら
選
任
す
る
こ
と

一
般
社
団
法
人 

日
本
建
設
業
連
合
会
定
款

が
で
き
る
。

２ 　

会
長
、
副
会
長
、
事
務
総
長
、
専
務
理
事
及
び
常
務
理
事
は
、
理

事
会
の
決
議
に
よ
っ
て
理
事
の
中
か
ら
選
定
す
る
。
副
会
長
の
中
か

ら
代
表
理
事
を
選
定
す
る
場
合
も
理
事
会
の
決
議
に
よ
る
。

（
理
事
の
職
務
及
び
権
限
）

第 

25
条　

理
事
は
、
理
事
会
を
構
成
し
、
法
令
及
び
こ
の
定
款
で
定
め

る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
職
務
を
執
行
す
る
。

２ 　

会
長
は
、
法
令
及
び
こ
の
定
款
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
本
会

を
代
表
し
、
会
務
を
総
理
す
る
。

３ 　

副
会
長
は
、
会
長
を
補
佐
し
、
会
長
に
事
故
が
あ
る
と
き
又
は
会

長
が
欠
け
た
と
き
は
、
代
表
理
事
で
あ
る
副
会
長
は
、
あ
ら
か
じ
め

理
事
会
に
お
い
て
定
め
る
代
行
順
位
に
よ
り
、
会
長
の
職
務
を
代
行

す
る
。

４ 　

事
務
総
長
は
、
会
長
及
び
副
会
長
を
補
佐
し
、
本
会
の
常
務
を
総

括
す
る
。

５ 　

専
務
理
事
は
、
事
務
総
長
を
補
佐
し
、
本
会
の
常
務
を
掌
理
す

る
。

６ 　

常
務
理
事
は
、
事
務
総
長
及
び
専
務
理
事
を
補
佐
し
、
本
会
の
常

務
を
分
担
処
理
す
る
。

７ 　

代
表
理
事
及
び
業
務
執
行
理
事
は
、
毎
事
業
年
度
、
4
箇
月
を
超

え
る
間
隔
で
2
回
以
上
、
自
己
の
職
務
の
執
行
の
状
況
を
理
事
会
に

報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
監
事
の
職
務
及
び
権
限
）

第 

26
条　

監
事
は
、
理
事
の
職
務
の
執
行
を
監
査
し
、
法
令
で
定
め
る

と
こ
ろ
に
よ
り
、
監
査
報
告
を
作
成
す
る
。

２ 　

監
事
は
、
い
つ
で
も
、
理
事
及
び
使
用
人
に
対
し
て
事
業
の
報
告

を
求
め
、
本
会
の
業
務
及
び
財
産
の
状
況
の
調
査
を
す
る
こ
と
が
で

き
る
。

（
役
員
の
任
期
）

第 

27
条　

理
事
及
び
監
事
の
任
期
は
、
選
任
後
2
年
以
内
に
終
了
す
る

事
業
年
度
の
う
ち
最
終
の
も
の
に
関
す
る
定
時
総
会
の
終
結
の
時
ま

で
と
す
る
。
た
だ
し
、
再
任
を
妨
げ
な
い
。

２ 　

補
欠
と
し
て
選
任
さ
れ
た
理
事
又
は
監
事
の
任
期
は
、
前
任
者
の

任
期
の
満
了
す
る
時
ま
で
と
す
る
。
ま
た
、
増
員
に
よ
り
選
任
さ
れ

た
理
事
の
任
期
は
、
他
の
現
任
者
の
残
任
期
間
と
す
る
。

３ 　

理
事
又
は
監
事
は
、
第
23
条
第
1
項
に
定
め
る
定
数
に
足
り
な
く

な
る
と
き
は
、
任
期
の
満
了
又
は
辞
任
に
よ
り
退
任
し
た
後
も
、
新

た
に
選
任
さ
れ
た
者
が
就
任
す
る
ま
で
、
な
お
理
事
又
は
監
事
と
し

て
の
権
利
義
務
を
有
す
る
。

（
役
員
の
解
任
）

第 

28
条　

理
事
及
び
監
事
は
、
い
つ
で
も
総
会
の
決
議
に
よ
っ
て
解
任

す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２ 　

前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
職
務
上
の
義
務
違
反
そ
の
他
役
員
た
る

に
ふ
さ
わ
し
く
な
い
行
為
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
解
任
す
る
場
合
は
、

当
該
役
員
に
あ
ら
か
じ
め
通
知
す
る
と
と
も
に
、
解
任
の
決
議
を
行

う
総
会
に
お
い
て
、
当
該
役
員
に
弁
明
の
機
会
を
与
え
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

（
報
酬
等
）

第 

29
条　

理
事
及
び
監
事
は
無
報
酬
と
す
る
。
た
だ
し
、
常
勤
の
理
事

及
び
正
会
員
の
指
定
代
表
者
以
外
の
者
で
あ
る
監
事
に
対
し
て
は
、

総
会
の
決
議
を
経
て
、
報
酬
を
支
給
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２ 　

前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
理
事
及
び
監
事
に
は
費
用
を
弁
償

す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
取
引
の
制
限
）

第 

30
条　

理
事
は
、
次
に
掲
げ
る
取
引
を
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
は
、

理
事
会
に
お
い
て
、
当
該
取
引
に
つ
い
て
重
要
な
事
実
を
開
示
し
、

そ
の
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

一 　

自
己
又
は
第
三
者
の
た
め
に
す
る
本
会
の
事
業
の
部
類
に
属
す

る
取
引

　

二 　

自
己
又
は
第
三
者
の
た
め
に
す
る
本
会
と
の
取
引

　

三 　

本
会
が
理
事
の
債
務
を
保
証
す
る
こ
と
そ
の
他
理
事
以
外
の
者

と
の
間
に
お
け
る
本
会
と
当
該
理
事
と
の
利
益
が
相
反
す
る
取
引

２ 　

前
項
の
取
引
を
し
た
理
事
は
、
当
該
取
引
後
、
遅
滞
な
く
、
当
該

取
引
に
つ
い
て
の
重
要
な
事
実
を
理
事
会
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

（
損
害
賠
償
責
任
の
免
除
）

第 

31
条　

本
会
は
、
法
人
法
第
1
1
4
条
第
1
項
の
規
定
に
よ
り
、
任

務
を
怠
っ
た
こ
と
に
よ
る
理
事
又
は
監
事
（
理
事
又
は
監
事
で
あ
っ

た
者
を
含
む
。
）
の
損
害
賠
償
責
任
を
、
法
令
の
限
度
に
お
い
て
理

事
会
の
決
議
に
よ
っ
て
免
除
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
相
談
役
及
び
顧
問
）

第
32
条　

本
会
に
、
相
談
役
及
び
顧
問
を
置
く
こ
と
が
で
き
る
。

２ 　

相
談
役
及
び
顧
問
は
、
本
会
の
役
員
経
験
者
の
中
か
ら
理
事
会
の

決
議
に
よ
り
、
会
長
が
委
嘱
す
る
。

３ 　

相
談
役
は
、
総
会
及
び
理
事
会
に
出
席
し
て
意
見
を
述
べ
る
こ
と

が
で
き
る
。

４ 　

顧
問
は
、
会
長
の
諮
問
に
こ
た
え
、
本
会
の
運
営
に
関
し
て
意
見

を
述
べ
る
こ
と
が
で
き
る
。

５ 　

相
談
役
及
び
顧
問
の
任
期
は
、
2
年
と
す
る
。
た
だ
し
、
再
任
を

妨
げ
な
い
。

６ 　

相
談
役
及
び
顧
問
は
、
無
報
酬
と
す
る
。
た
だ
し
、
費
用
を
弁
償

す
る
こ
と
が
で
き
る
。

第
6
章　

理
事
会

（
構
成
）

第
33
条　

本
会
に
理
事
会
を
置
く
。

２ 　

理
事
会
は
、
す
べ
て
の
理
事
を
も
っ
て
構
成
す
る
。

３ 　

監
事
は
、
理
事
会
に
出
席
し
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、

意
見
を
述
べ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
権
限
）

第 

34
条　

理
事
会
は
、
次
の
職
務
を
行
う
。

　

一 　

本
会
の
業
務
執
行
の
決
定

　

二 　

理
事
の
職
務
の
執
行
の
監
督

　

三 　

会
長
、
副
会
長
、
事
務
総
長
、
専
務
理
事
及
び
常
務
理
事
並
び

に
代
表
理
事
の
選
定
及
び
解
職

（
開
催
）

第 

35
条　

理
事
会
は
、
年
に
4
回
以
上
開
催
す
る
。
た
だ
し
、
次
の
い

ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
は
、
臨
時
に
理
事
会
を
開
催
す
る
。

　

一　

会
長
が
必
要
と
認
め
た
と
き
。

　

二 　

会
長
以
外
の
理
事
か
ら
会
議
の
目
的
た
る
事
項
を
記
載
し
た
書

面
に
よ
り
開
催
の
請
求
が
あ
っ
た
と
き
。

（
招
集
）

第 

36
条　

理
事
会
は
、
法
令
に
別
段
の
定
め
が
あ
る
場
合
を
除
き
、
会

長
が
招
集
す
る
。

２ 　

理
事
会
を
招
集
す
る
と
き
は
、
理
事
会
の
日
の
1
週
間
前
ま
で

に
、
各
理
事
及
び
各
監
事
に
対
し
て
そ
の
通
知
を
発
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

３ 　

前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
理
事
会
は
、
理
事
及
び
監
事
の
全

員
の
同
意
が
あ
る
と
き
は
、
招
集
の
手
続
を
経
る
こ
と
な
く
開
催
す

る
こ
と
が
で
き
る
。

（
議
長
）

第
37
条　

理
事
会
の
議
長
は
、
会
長
が
こ
れ
に
当
た
る
。

（
決
議
）

第 

38
条　

理
事
会
の
決
議
は
、
決
議
に
つ
い
て
特
別
の
利
害
関
係
を
有

す
る
理
事
を
除
く
理
事
の
過
半
数
が
出
席
し
、
そ
の
過
半
数
を
も
っ

て
行
う
。

２ 　

前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
理
事
が
理
事
会
の
決
議
の
目
的
で

あ
る
事
項
に
つ
い
て
提
案
を
し
た
場
合
に
お
い
て
、
理
事
（
当
該

事
項
に
つ
い
て
議
決
に
加
わ
る
こ
と
が
で
き
る
者
に
限
る
。
）
の
全

員
が
当
該
提
案
に
つ
い
て
書
面
又
は
電
磁
的
記
録
に
よ
り
同
意
の
意

思
表
示
を
し
た
と
き
は
、
そ
の
提
案
を
可
決
す
る
理
事
会
の
決
議
が

あ
っ
た
も
の
と
み
な
す
。
た
だ
し
、
監
事
が
そ
の
提
案
に
異
議
を
述

べ
た
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
は
な
い
。

（
議
事
録
）

第 

39
条　

理
事
会
の
議
事
に
つ
い
て
は
、
法
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ

り
、
議
事
録
を
作
成
す
る
。

２ 　

出
席
し
た
代
表
理
事
及
び
監
事
は
、
前
項
の
議
事
録
に
記
名
押
印

す
る
。

第
7
章　

資
産
及
び
会
計

（
事
業
年
度
）

第 

40
条　

本
会
の
事
業
年
度
は
、
毎
年
4
月
1
日
に
始
ま
り
、
翌
年
3

月
31
日
に
終
わ
る
。

（
事
業
計
画
及
び
収
支
予
算
）

第 

41
条　

本
会
の
事
業
計
画
書
及
び
収
支
予
算
書
に
つ
い
て
は
、
毎
事

業
年
度
の
開
始
の
日
の
前
日
ま
で
に
、
会
長
が
作
成
し
、
理
事
会

の
承
認
を
受
け
た
上
で
、
直
近
の
総
会
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
こ
れ
を
変
更
す
る
場
合
も
、
同
様
と
す
る
。

２ 　

前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
や
む
を
得
な
い
理
由
に
よ
り
事
業

年
度
開
始
前
に
収
支
予
算
が
成
立
し
な
い
と
き
は
、
会
長
は
、
理
事

会
の
決
議
を
経
て
、
予
算
成
立
の
日
ま
で
前
年
度
予
算
に
準
じ
て
執

行
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
け
る
収
入
支
出
は
、
新
た

に
成
立
し
た
予
算
の
収
入
支
出
と
み
な
す
。

３ 　

第
1
項
の
書
類
に
つ
い
て
は
、
主
た
る
事
務
所
及
び
従
た
る
事
務

所
に
、
当
該
事
業
年
度
が
終
了
す
る
ま
で
の
間
備
え
置
き
す
る
も
の

と
す
る
。

（
事
業
報
告
及
び
決
算
）

第 

42
条　

本
会
の
事
業
報
告
及
び
決
算
に
つ
い
て
は
、
毎
事
業
年
度
終

了
後
、
会
長
が
次
の
書
類
を
作
成
し
、
監
事
の
監
査
を
受
け
た
上

で
、
理
事
会
の
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

一　

事
業
報
告

　

二　

事
業
報
告
の
附
属
明
細
書

　

三　

貸
借
対
照
表

　

四　

正
味
財
産
増
減
計
算
書

　

五　

貸
借
対
照
表
及
び
正
味
財
産
増
減
計
算
書
の
附
属
明
細
書

２ 　

前
項
の
承
認
を
受
け
た
書
類
の
う
ち
、
第
1
号
、
第
3
号
及
び
第

４
号
の
書
類
に
つ
い
て
は
、
定
時
総
会
に
提
出
し
、
第
1
号
の
書
類

に
つ
い
て
は
そ
の
内
容
を
報
告
し
、
そ
の
他
の
書
類
に
つ
い
て
は
承

認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３ 　

第
1
項
に
規
定
す
る
書
類
及
び
監
査
報
告
を
主
た
る
事
務
所
に
5

年
間
、
ま
た
、
そ
の
写
し
を
従
た
る
事
務
所
に
3
年
間
備
え
置
き
す

る
と
と
も
に
、
定
款
を
主
た
る
事
務
所
及
び
従
た
る
事
務
所
に
、
会

員
名
簿
を
主
た
る
事
務
所
に
備
え
置
き
す
る
も
の
と
す
る
。

４ 　

貸
借
対
照
表
は
、
定
時
総
会
の
終
結
後
遅
滞
な
く
、
公
告
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

（
剰
余
金
の
処
分
制
限
）

第 

43
条　

本
会
は
、
剰
余
金
の
分
配
を
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
。

第
8
章　

定
款
の
変
更
及
び
解
散

（
定
款
の
変
更
）

第 

44
条　

こ
の
定
款
は
、
総
会
の
決
議
に
よ
っ
て
変
更
す
る
こ
と
が
で

き
る
。

（
解
散
）

第 

45
条　

本
会
は
、
総
会
の
決
議
そ
の
他
法
令
で
定
め
ら
れ
た
事
由
に

よ
り
解
散
す
る
。

（
残
余
財
産
の
帰
属
）

第 

46
条　

本
会
が
清
算
す
る
場
合
に
お
い
て
有
す
る
残
余
財
産
は
、
総

会
の
決
議
を
経
て
、
公
益
社
団
法
人
及
び
公
益
財
団
法
人
の
認
定

等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
18
年
法
律
第
49
号
）
第
5
条
第
17
号
に
掲

げ
る
法
人
又
は
国
若
し
く
は
地
方
公
共
団
体
に
贈
与
す
る
も
の
と
す

る
。

第
9
章　

委
員
会
等

（
委
員
会
等
）

第 

47
条　

本
会
は
、
事
業
の
円
滑
な
遂
行
を
図
る
た
め
、
理
事
会
の
決

議
に
基
づ
き
、
委
員
会
、
本
部
会
議
等
を
設
け
る
こ
と
が
で
き
る
。

２ 　

委
員
会
、
本
部
会
議
等
の
組
織
、
運
営
に
関
し
て
必
要
な
事
項

は
、
理
事
会
に
お
い
て
別
に
定
め
る
。

（
事
務
局
）

第
48
条　

本
会
の
事
務
を
処
理
す
る
た
め
、
事
務
局
を
置
く
。

２ 　

事
務
局
に
は
所
要
の
職
員
を
置
き
、
会
長
が
任
免
す
る
。

３ 　

事
務
局
の
重
要
な
職
員
の
任
免
は
、
理
事
会
の
承
認
を
受
け
た
上

で
行
う
。

４ 　

事
務
局
の
組
織
及
び
運
営
に
関
し
て
必
要
な
事
項
は
、
理
事
会
に

お
い
て
別
に
定
め
る
。

（
公
告
）

第 

49
条　

本
会
の
公
告
は
、
電
子
公
告
に
よ
り
行
う
。

２ 　

事
故
そ
の
他
や
む
を
得
な
い
事
由
に
よ
っ
て
前
項
の
電
子
公
告
を

す
る
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
は
、
官
報
に
掲
載
す
る
方
法
に
よ
り
行

う
。

（
委
任
）

第 

50
条　

こ
の
定
款
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
本
会
の
運
営
に
関
し
必

要
な
事
項
は
、
理
事
会
の
決
議
を
経
て
、
会
長
が
定
め
る
。

附
則

１ 　

こ
の
定
款
は
、
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関
す
る
法

律
及
び
公
益
社
団
法
人
及
び
公
益
財
団
法
人
の
認
定
等
に
関
す
る
法

律
の
施
行
に
伴
う
関
係
法
律
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
18
年

法
律
第
50
号
。
次
項
に
お
い
て
「
整
備
法
」
と
い
う
。
）
第
1
2
1

条
第
1
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
同
法
第
1
0
6
条
第
1

項
に
定
め
る
一
般
法
人
の
設
立
の
登
記
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

２ 　

整
備
法
第
1
2
1
条
第
1
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
同

法
第
1
0
6
条
第
1
項
に
定
め
る
特
例
民
法
法
人
の
解
散
の
登
記
と

一
般
法
人
の
設
立
の
登
記
を
行
っ
た
と
き
は
、
第
40
条
の
規
定
に
か

か
わ
ら
ず
、
解
散
の
登
記
の
日
の
前
日
を
事
業
年
度
の
末
日
と
し
、

設
立
の
登
記
の
日
を
事
業
年
度
の
開
始
日
と
す
る
。

附　

則
（
平
成
29
年
4
月
28
日
改
正
）

１　

こ
の
定
款
は
、
平
成
29
年
4
月
28
日
か
ら
適
用
す
る
。

附　

則
（
2
0
2
0
年
4
月
28
日
改
正
）

１　

こ
の
定
款
は
、
2
0
2
0
年
4
月
28
日
か
ら
適
用
す
る
。
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